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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第145期

第１四半期連結累計(会計)期間
第144期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日　

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高　　　　　　　　　　　（百万円） 20,974 96,641

経常利益又は経常損失（△）　（百万円） △321 618

四半期純損失（△）又は当期純利益

　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
△334 152

純資産額　　　　　　　　　　（百万円） 25,353 25,769

総資産額　　　　　　　　　　（百万円） 67,231 70,198

１株当たり純資産額　　　　　　（円） 396.23 402.76

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額　（円）　
△5.28 2.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　　　　　（円）
― ―

自己資本比率　　　　　　　　　（％） 37.4 36.4

営業活動による

キャッシュ・フロー　　　　　（百万円）
701 2,480

投資活動による

キャッシュ・フロー　　　　　（百万円）
△385 △866

財務活動による

キャッシュ・フロー　　　　　（百万円）
△677 △1,231

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高　　　　（百万円）
4,423 4,783

従業員数　　　　　　　　　　　（人） 1,810 1,792

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　第145期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在し

ないため、また、１株当たり四半期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　第144期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人）  
　1,810

  [184]

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社のグループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社のグループへ

の出向者を含む。）であり、臨時従業員数は[  ]内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

　２　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人）  　　722

　（注）　　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

　塩ビ製品事業 5,029

　繊維製品事業 4,594

　その他事業 538

合計 10,162

　（注）１　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

各事業は見込生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

　塩ビ製品事業 6,797

　繊維製品事業 6,653

　その他事業 7,523

合計 20,974

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とするアメリカの景気後退懸

念や株式及び為替相場の変動、原油価格の続騰等から、景気の回復は足踏み状態となりました。インテリア業界にお

きましては、昨年６月に施行された改正建築基準法の影響で建築資材の需要が減少するとともに、原材料コストは

かつて経験したことのないようなペースで上昇を続け、経営環境はいっそう厳しさを増しました。

　このような状況の中、当社グループは中期経営計画「GROW UP 2008」に基づき、事業収益力の強化と企業価値の

向上を目指した取り組みを推進してまいりましたが、結果といたしまして、当第１四半期連結会計期間における売

上高は20,974百万円、経常損失は321百万円となりました。そして、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用に伴

う評価損162百万円を特別損失に計上したことなどから、四半期純損失は334百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

<塩ビ製品事業>

塩ビ製品事業は、マンションの開放廊下用防滑性ビニル床シート「ＮＳシリーズ」や店舗向けの塩ビタイル

が堅調に推移しましたものの、汎用品の長尺シート等で需要の減少傾向がみられ、売上高は6,797百万円、営業利

益は213百万円となりました。

<繊維製品事業>

繊維製品事業は、中高級グレードのタイルカーペットが順調に売上を伸ばしましたが、住宅着工量の減少に

よる影響でロールカーペットやカーテンの売上が減少し、売上高は6,653百万円、営業損失は5百万円となりまし

た。

<その他事業>

その他事業は、販売子会社における仕入商品の売上が減少するなどして、売上高は7,523百万円、営業損失は

133百万円となりました。

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産については、売上債権の減少等により、前期末に比べ2,967百万円減少し、

67,231百万円となりました。

　負債については、仕入債務の減少等により、前期末に比べ2,550百万円減少し、41,877百万円となりました。

　純資産については、その他有価証券評価差額金の増加はあったものの、配当金の支払いによる利益剰余金の減少等

により、前期末に比べ416百万円減少し、25,353百万円となりました。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ360百万円減少し、4,423百

万円（前期末4,783百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、701百万円の収入となりました。これは、仕入債務の減少等はあったもの

の、売上債権の減少等がこれを上回ったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、385百万円の支出となりました。これは、有形固定資産の取得による支出

等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、677百万円の支出となりました。これは、配当金の支払いや短期借入金の

減少等によるものです。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における研究開発費の総額は、103百万円であります。なお、当第１四半期連結会計期

間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式　　　　　　　　　　　 141,603,000

計 141,603,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 66,829,249 66,829,249

 東京証券取引所

 （市場第１部）

 大阪証券取引所

 （市場第１部）

―

計 66,829,249 66,829,249 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年６月30日 ― 66,829 ― 6,855 ― 1,789

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　3,447,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  62,930,000 62,930 ―

単元未満株式 普通株式　　 452,249 ― ―

発行済株式総数 66,829,249 ― ―

総株主の議決権 ― 62,930 ―

　（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株（議決権14個）含

まれております。

　２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が202株含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合　　
（％）

（自己保有株式）

　東リ株式会社

兵庫県伊丹市東有岡

５丁目125番地
3,447,000 ― 3,447,000 5.16

計 ― 3,447,000 ― 3,447,000 5.16

　（注）   当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）の自己株式は、3,449,000株（発行済株式総数に対する所有株

式数の割合5.16％）となっております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 205 205 206

最低（円） 180 190 192

（注）　 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,923 4,032

受取手形及び売掛金 23,537 27,607

有価証券 561 763

商品及び製品 7,349 6,874

仕掛品 1,225 1,067

原材料及び貯蔵品 1,557 1,330

繰延税金資産 1,166 1,035

その他 616 666

貸倒引当金 △199 △208

流動資産合計 39,739 43,171

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,770 5,821

機械装置及び運搬具（純額） 2,937 2,923

工具、器具及び備品（純額） 357 364

土地 8,728 8,728

建設仮勘定 421 193

有形固定資産合計 ※1
 18,215

※1
 18,031

無形固定資産

のれん ※2
 174

※2
 184

ソフトウエア 1,016 1,088

その他 64 64

無形固定資産合計 1,255 1,337

投資その他の資産

投資有価証券 5,111 4,492

長期貸付金 289 298

繰延税金資産 925 1,115

その他 2,157 2,207

貸倒引当金 △463 △455

投資その他の資産合計 8,021 7,658

固定資産合計 27,491 27,027

資産合計 67,231 70,198
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 23,326 24,992

短期借入金 1,370 2,400

未払法人税等 50 200

未払費用 1,122 1,424

賞与引当金 179 641

その他 958 769

流動負債合計 27,007 30,428

固定負債

長期借入金 8,500 7,700

退職給付引当金 4,461 4,409

役員退職慰労引当金 280 262

その他 1,628 1,628

固定負債合計 14,870 13,999

負債合計 41,877 44,428

純資産の部

株主資本

資本金 6,855 6,855

資本剰余金 6,488 6,488

利益剰余金 11,008 11,787

自己株式 △863 △863

株主資本合計 23,489 24,268

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,620 1,241

為替換算調整勘定 2 17

評価・換算差額等合計 1,623 1,259

少数株主持分 240 241

純資産合計 25,353 25,769

負債純資産合計 67,231 70,198
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 20,974

売上原価 15,683

売上総利益 5,290

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 1,224

広告宣伝費 400

給料及び賞与 1,523

賞与引当金繰入額 126

退職給付費用 162

減価償却費 246

その他 1,916

販売費及び一般管理費合計 5,600

営業損失（△） △309

営業外収益

受取利息 6

受取配当金 40

その他 57

営業外収益合計 104

営業外費用

支払利息 49

売上割引 27

持分法による投資損失 3

その他 35

営業外費用合計 116

経常損失（△） △321

特別利益

貸倒引当金戻入額 1

特別利益合計 1

特別損失

固定資産除却損 13

たな卸資産評価損 162

特別損失合計 175

税金等調整前四半期純損失（△） △495

法人税、住民税及び事業税 18

法人税等調整額 △181

法人税等合計 △162

少数株主利益 1

四半期純損失（△） △334
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △495

減価償却費 465

固定資産除却損 13

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 52

受取利息及び受取配当金 △46

支払利息 49

売上債権の増減額（△は増加） 4,080

たな卸資産の増減額（△は増加） △859

仕入債務の増減額（△は減少） △1,928

その他 △466

小計 862

利息及び配当金の受取額 47

利息の支払額 △38

法人税等の支払額 △169

営業活動によるキャッシュ・フロー 701

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △251

無形固定資産の取得による支出 △53

投資有価証券の取得による支出 △1

貸付けによる支出 △53

貸付金の回収による収入 11

その他 △37

投資活動によるキャッシュ・フロー △385

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △230

長期借入れによる収入 1,100

長期借入金の返済による支出 △1,100

配当金の支払額 △443

その他 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △677

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △360

現金及び現金同等物の期首残高 4,783

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,423
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する

事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主と

して総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。

　これによる営業損益及び経常損益への影響は軽微であり、税金等調整前四半期純損失

は171百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は軽微であり、記載を省略しております。

有価証券

　その他有価証券

その他有価証券のうち時価のあるものについては、従来、四半期連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、

株式市況の短期的な変動による純資産の部への影響を平準化するため、四半期連結会

計期間末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に変更しております。

　これにより、投資有価証券が273百万円、その他有価証券評価差額金が167百万円それ

ぞれ増加し、繰延税金資産が106百万円減少しておりますが、損益に与える影響はあり

ません。

　
(2) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することが

できることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を

適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる、損益に与える影響はありません。

EDINET提出書類

東リ株式会社(E00995)

四半期報告書

14/21



【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度に

おいて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており

ます。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社は、機械装置について、平成20年度の法人税法の改正に伴って耐用年数の見直しを行い、当第１四

半期連結会計期間より、改正後の法定耐用年数に変更しております。

　これによる、損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であり、記載を省略しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33,188百万円

※２　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相

殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 192百万円
負ののれん 18百万円
差引 174百万円

　３　債務保証

一部の連結子会社において、三島沢地工業団地協同

組合の借入金のうち600百万円について、同組合の組

合員企業25社とともに連帯保証を行っております。 

　４　債権流動化に伴う買戻し義務　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 674百万円

　５　受取手形割引高

　　　　　受取手形割引高 　　　　　　　　 30百万円 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,910百万円

※２　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相

殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 207百万円
負ののれん 23百万円
差引 184百万円

　３　債務保証

一部の連結子会社において、三島沢地工業団地協同

組合の借入金のうち600百万円について、同組合の組

合員企業25社とともに連帯保証を行っております。 

　４　債権流動化に伴う買戻し義務　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 668百万円

　５　受取手形割引高

　　　　　受取手形割引高 　　　　　　　　 42百万円 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　　該当事項はありません。

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）
 （百万円）

現金及び預金勘定 3,923

預入期間が３か月を超える定期預金

　有価証券勘定（ＭＭＦ等）

△62

561

現金及び現金同等物 4,423
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び

当第１四半期連結会計（累計）期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

　普通株式（株） 66,829,249

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

　　普通株式（株） 3,449,136

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 443 7.00  平成20年３月31日  平成20年６月30日 利益剰余金

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末

後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
塩ビ製品事業
（百万円）

繊維製品事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する

売上高
6,797 6,653 7,523 20,974 ― 20,974

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― (―) ―

計 6,797 6,653 7,523 20,974 (―) 20,974

営業利益(又は営業損失) 213 △5 △133 75 (384) △309

　（注）１　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品

　(1) 塩ビ製品事業・・・塩ビタイル、塩ビシート

　(2) 繊維製品事業・・・カーペット、カーテン

　(3) その他事業・・・・壁装材、接着剤、ブラインド他

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

提出会社の在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間の海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略してお

ります。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の当第１四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

（ストック・オプション等関係）

　　　　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 396.23 円 １株当たり純資産額 402.76 円

２　１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 5.28 円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、また、１株当たり四半期純損失を

計上しているため記載しておりません。

　　　　２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（百万円） 334

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 334

期中平均株式数（千株） 63,381

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

  該当事項はありません。　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

東リ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山　 中　 俊　 廣　  印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 蔵　 口　 康　 裕　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東リ株式会社の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東リ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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